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第３回説明会アジェンダ
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アジェンダ

 開催⽇時︓

– ７⽉４⽇（⾦）14:00〜16:00

 開催場所・会議⽅式︓

– Web会議

 参加者︓

– 市区町村、都道府県

– 厚⽣労働省

– 事務局 三菱総合研究所（厚労省⽀援事業者）

 配布資料︓

– 本資料

I. はじめに [2分]

II. 第68回予防接種基本方針部会の報告 [10分]

III.タスクに係る追加説明等 [20分]

IV. 先⾏実施の状況報告 [15分]

V. 質疑応答 [60分]

VI. 事務連絡 [3分]

実施要領



はじめに･･･自治体説明会の進め方・スケジュール

 第68回予防接種基本方針部会
の報告（接種記録の保存期間
について）

 タスク＃２に係る追加説明

 予防接種事務デジタル化に係
る自治体業務のパターン

 先⾏実施の状況報告

 質疑応答

第3回説明会

 予防接種事務デジタル化の背
景・目的(これまでの説明の振
り返り）

 デジタル化を実現するために必
要なタスク一覧とスケジュール

 各タスク＃１〜＃13の説明

第1回説明会

 タスク＃15・＃16の説明

 デジタル化に伴う主な検討事項
の検討状況

 予防接種事務デジタル化に係る
医療機関業務のパターン

 アンケート及び事業計画書の提
出について

 質疑応答

第2回説明会

その他周知事項の説明①
及び 先⾏実施の状況報告

事業計画書作成のための
必須事項説明①

事業計画書作成のための
必須事項説明②

及び 事業計画書の作成依頼

6月27日 6月30日
7月4日
本日
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はじめに･･･自治体説明会の進め方・スケジュール

 改正予防接種法について

 データの流れについて

 その他

 質疑応答

第4回説明会

その他周知事項の説明②

７月15日
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1. 本説明会資料における⽤語の説明

2. デジタル化を実現するために必要なタスクとスケジュール

3. 第68回予防接種基本方針部会の報告

4. タスク＃２追加説明

5. 予防接種事務デジタル化に係る自治体業務のパターン

6. 先⾏実施の状況報告

7. 質疑応答
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1. 本説明会資料における⽤語の説明

2. デジタル化を実現するために必要なタスクとスケジュール

3. 第68回予防接種基本方針部会の報告

4. タスク＃２追加説明

5. 予防接種事務デジタル化に係る自治体業務のパターン

6. 先⾏実施の状況報告

7. 質疑応答
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１．本説明会資料における⽤語の説明

7

内容用語

標準仕様書3.1版への適合かつ、適合基準日をR10.4.1としている予防
接種デジタル化機能を実装すること。

健康管理システム標準仕様書3.1版の導入

健康管理システム標準仕様書3.1版を導入した上で、タスク＃１〜16
を実施（＃４・５は任意）した後、住⺠がマイナポータルからデジタ
ル予診票を⼊⼒できる状態になること。

デジタル化

令和８年６⽉から健康管理システム標準仕様書3.1版の適合基準日で
ある令和10年４⽉以降の今後定める時点までの間のこと。

過渡期

【⾃治体が利⽤する場合】
LGWANと接続されている自治体内の端末を用いて閲覧するサイト。
予予・請求システムがサイトの画面を提供する。

【医療機関が利⽤する場合】
オンライン資格確認にて利⽤しているオンライン請求ネットワーク
と接続されている医療機関内の端末を⽤いて閲覧するサイト。予
予・請求システムがサイトの画面を提供する。

予防接種サイト

現在の先⾏実施で利⽤している⺠間事業者が開発したアプリ。予予・
請求システムとの情報連携の仕様（⼊出⼒する情報の項⽬等）は国に
おいて示しており、それに準拠しているもの。

⺠間アプリ（タブレット等）



1. 本説明会資料における⽤語の説明

2. デジタル化を実現するために必要なタスクとスケジュール

3. 第68回予防接種基本方針部会の報告

4. タスク＃２追加説明

5. 予防接種事務デジタル化に係る自治体業務のパターン

6. 先⾏実施の状況報告

7. 質疑応答
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２．デジタル化するために必要なタスク一覧

対応
ページ

タスク内容タスク#

第１回健康管理システム標準仕様書3.1版の導入スケジュールをシステムベン
ダと協議の上検討し、導入する

健康管理システム標準仕様書3.1版の導入スケジュールの
検討及び導入

１

第１回デジタル化に必要となる予算の検討を⾏い、予算を確保するデジタル化に必要な予算の検討及び確保２

第１回予予・請求システムの利⽤に伴うPIAを実施するPIA（特定個人情報保護評価）の実施３

第１回任意接種（助成有り）を取り扱う⾃治体で、個⼈番号利⽤条例に独⾃利
⽤事務として規定がない場合は、条例改正を⾏う必要がある

個⼈番号利⽤に係る条例改正要否の検討及び改正⼿続
※任意接種（助成有り）を取り扱う自治体で対応が必要な場合のみ

４
任意

第１回デジタル化に伴う予防接種事務の運⽤変更内容と、⾃治体の諸規則との
整合性を確認の上、改正要否を検討する。必要に応じて改正を実施する

諸規則の確認と改正要否の検討及び改正手続
５
任意

※⺠間アプリと予予・請求システム間の情報連携に関して、⺠間事業者と
の利⽤契約を締結の上、医療機関でのアプリ導⼊の⽀援を実施する

⺠間アプリと予予・請求システム間の情報連携に関する
⺠間事業者との利⽤契約の締結及びアプリ導⼊⽀援

6

第１回集合契約システム、予予・請求システムの利⽤規約に同意する集合契約システム、予予・請求システム利⽤規約への同意7

第１回集合契約システムに委任状申請を⾏う自治体による集合契約システムへの委任状申請8

第１回医療機関等に対して、集合契約システムと予予・請求システムの利⽤規
約同意書を配布・回収し、国保中央会に提出する

医療機関等へのシステム利⽤規約同意書の配布・回収9

第１回医療機関等に対して、集合契約システムへの委任状申請を依頼する医療機関等に対する集合契約システムの委任状申請依頼10

第１回予予・請求システムに、対象の予防接種やサイトURL情報を登録する予予・請求システムへのマスタデータ登録11

第１回国保連合会と予防接種事務委託契約を締結する予防接種事務委託契約の締結（自治体⇔国保連合会）12

第１回国保連合会と支払事務委託契約を締結する支払事務委託契約の締結（自治体⇔国保連合会）13

※
デジタル化後の運⽤の変更点に関し、住⺠及び医療機関に対して説明・
周知する

住⺠への業務運⽤周知14

第２回予予・請求システムに、対象者である住⺠情報を登録する予予・請求システムへの対象者情報登録15

第２回予予・請求システムに、住⺠の過去の接種記録データを移⾏・登録する予予・請求システムへの接種記録データ移⾏16

 デジタル化するために、⾃治体には以下＃１〜16（＃４・５は任意）のタスクを実施していただく必要がある。

 本説明会では、それぞれのタスクの内容について説明を⾏う。 ※現在準備中であり、整い次第、情報提供させていただく予定。

追加説明
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デジタル化するための自治体スケジュール
（最短でデジタル化する場合）

10

R8年度R7年度
タスク#

2Q1Q4Q3Q2Q1Q

マイルストーン

健康管理システム標準仕様書3.1版の導入スケジュール
の検討及び導入

１

デジタル化に必要な予算の検討及び確保２

PIA（特定個人情報保護評価）の実施３

個⼈番号利⽤に係る条例改正要否の検討及び改正⼿続
※任意接種（助成有り）を取り扱う自治体で対応が必要な場合のみ

４
任意

規則等の確認と改正要否の検討及び改正手続
５
任意

⺠間アプリと予予・請求システム間の情報連携に関す
る⺠間事業者との利⽤契約の締結及びアプリ導⼊⽀援

6

集合契約システム、予予・請求システム利⽤規約への
同意

7

自治体による集合契約システムへの委任状申請8

医療機関等へのシステム利⽤規約同意書の配布・回収9

医療機関等に対する集合契約システムへの委任状申請
依頼

10

予予・請求システムへのマスタデータ登録11

予防接種事務委託契約の締結（自治体⇔国保連合会）12

支払事務委託契約の締結（自治体⇔国保連合会）13

住⺠への業務運⽤周知14

予予・請求システムへの対象者情報登録15

予予・請求システムへの接種記録データ移⾏16

△説明会1，2回目(R7.6)

△説明会3回目(R7.7)

△集合契約システムリリース(R7.11予定)

集合、予予・請求システム
導⼊説明会（対⾃治体・医療機関）

確認と要否の検討（⻑さは仮）

△改正法施⾏(R8.6)

確認と要否の検討（⻑さは仮）

△集合契約締結
△予予・請求システムリリース
(R8.6)

デジタル化

開始

条例改正が必要な場合は、
3月議会への付議が必要

周知の開始時期はR8.4頃を想定（仮)

凡例 ︓⾃治体必須作業

︓⾃治体任意作業

申請準備〜申請

申請準備〜申請

R７年度中に着⼿する必要のあるタスク

R８年度に⼊ったら着⼿する必要のあるタスク

R8.4~5頃の集合契約締結以降、委任状申請が可能
（確定には上位機関の承認が必要）

#８ ⾃治体の集合契約の委任状申請が完了
後、医療機関に委任状申請をしていただく

R8.4~5頃の集合契約締結以降、⽀払事務委託契約の締結が可能

集合契約システムのアカウント発⾏（R7.12頃）

アカウント情報⼊⼒様式への回答

アカウント情報⼊⼒様式への回答



1. 本説明会資料における⽤語の説明

2. デジタル化を実現するために必要なタスクとスケジュール

3. 第68回予防接種基本方針部会の報告

4. タスク＃２追加説明

5. 予防接種事務デジタル化に係る自治体業務のパターン

6. 先⾏実施の状況報告

7. 質疑応答
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 予防接種に関する記録について、予防接種のデジタル化に合わせ、現状の５年間から延⻑することとしてはどうか。

 個⼈情報の取扱いや他の同様の制度との均衡性等の観点から、配慮すべき点について整理した上で、具体的な期間
や運用ルールを定めてはどうか。

前回（昨年3月13⽇）の議論のまとめ（抜粋）

＜延⻑の必要性に関するご意⾒＞

• ⾵しんなどを考えると、例えば孫が結婚して、⾃分が⾵しんの抗体があるかどうかもかなり重要なこととなる

• 海外の⼤学に⾏くときに、市町村に接種歴の証明を発⾏してほしいという依頼が時々ある

• 例えば65歳以上で生涯に１回の接種とするワクチンでは、65歳以上の人が亡くなるまで接種歴を保存しておかな
いと、その人が自分は受けたのか、受けていないのかが分からなくなる

• エムポックスのように、場合によっては過去の痘瘡（天然痘）の予防接種の有無の確認も必要になってくること
もあり、そうすると50年前の記録を求められる可能性もあり得る

＜延⻑にあたっての留意点に関するご意⾒＞

• 費⽤を考慮しなくてよければ、⽣存している間は保存しておくのが最も合理的。ただし、保存年数と費⽤の関係
については、よく考慮する必要がある

• 個⼈情報に関することや配慮すべき点、また、他の制度との兼ね合いも含めて、具体的に何年かというのは、確
かに細かいところを詰めていくと⾊々な問題が出てくると思うので、議論が必要

これまでにいただいている委員のご意⾒

（１）これまでの経緯
資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇
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予防接種に関する基本的な計画（厚⽣労働省告⽰第⼀○九号）

三 予防接種記録の整備

市町村における予防接種記録の整備については、未接種の者を把握した上で接種勧奨を⾏うことによる

定期の予防接種の接種率の向上及び予防接種歴の確認による接種事故の防⽌の点から効果的であり、健康

被害救済制度の運⽤の点からも効率的である。また、被接種者や保護者にとっては接種スケジュールの確

認や過去の接種歴の確認の点から、医療機関にとっては予診時の接種歴の確認等の点から効率的であり、

さらに、予防接種データベースによるワクチンの有効性・安全性の評価のためにも有用である。

このため、個人番号カードによる対象者確認の仕組みを前提としたシステムを整備することにより、各

市町村における接種記録の管理を効率化する。

また、過去の予防接種歴が⻑期にわたり他の予防接種の可否の判断等に影響を与える可能性があること

等を踏まえ、個⼈情報の取扱いや他の医療情報の取扱いにも留意しつつ、予防接種歴の保存期間を現⾏の

五年間から延⻑することとし、国⺠に不利益が⽣じないように、具体的な保存期間や運⽤ルールを定めて

いくこととする。

今後、電⼦版⺟⼦健康⼿帳の取組状況も踏まえつつ、市町村における予防接種記録の整備と合わせて、

引き続き、成人後も本人が予防接種歴を確認できるよう検討を進める必要がある。

本年３⽉末に改正した予防接種基本計画においては、予防接種記録に関して、保存期間を現⾏の５年間から延⻑する

こととし、具体的な保存期間等を定めていくという方針を示している。

（１）これまでの経緯
資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇
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○ 市町村⻑は、定期接種に関する記録を作成し、定期接種を⾏ったときから５年間保存しなければならないと

されている。

＜予防接種法施行規則（昭和23年厚生省令第36号）＞

（予防接種に関する記録）

第三条 市町村長又は都道府県知事は、定期の予防接種等を行ったときは、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した当該定期の

予防接種等に関する記録を作成し、かつ、これを当該定期の予防接種等を行ったときから五年間保存しなければならない。

○ 他情報の保存期間については、５年の保存期間を設けているものが多い。

保存期間保存義務保存主体情報種別

５年（予防接種法施⾏規則第３条）有市町村⻑定期接種の記録

５年 or 加⼊者が他の保険者に加⼊した年度の翌年度の末⽇
までの短い期間（実施基準省令第10条）

有保険者特定健診

健診データ
５年（労働安全衛⽣法施⾏規則第51条）有事業者事業主健診

規定なし規定なし規定なし乳幼児健診

５年（医師法第24条）有医師診療録

完結の⽇より２年（健康保険法施⾏規則第34条）有事業主健康保険

（参考）他情報の保存期間等

14

保存期間のルール
資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇



予防接種における接種歴の意義について

← 乾燥BCGワクチン
（経皮用・1人用）

乾燥弱毒生風しんワクチン →
「タケダ」

その効果は10年〜15年ほど持続する。

抗体の持続性は、約17年の⻑期間持
続することが確認されている。

 予防接種においては、⻑期にわたり接種記録を保存することが適切と考えられる事例も存在する。
 例えば、ワクチンの添付⽂書においては、予防接種の効果について⻑期にわたることを⽰すものもあ
る。

資料
１
改変

第59回厚生科学審議会予防接種・ワ
クチン分科会予防接種基本方針部会

2024(令和６)年３⽉13日

資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇
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予防接種における接種歴の意義について

 風しん対策については、2013年の⼤規模な全国流⾏を受け、風しんの追加的対策（第５期接種）
として、1962年４⽉２⽇から1979年４⽉１⽇までの間に⽣まれた男性に対して定期接種が⾏われる等、
過去の接種歴が数⼗年後の予防接種施策に影響を与えることもある。

資料
１

第59回厚生科学審議会予防接種・ワ
クチン分科会予防接種基本方針部会

2024(令和６)年３⽉13日

資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇
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自治体アンケート結果
【接種記録の保存期間の延⻑関係】

Q10① 「住民からの接種記録等の照会に職員が対応する業務が省力化される」に対し、「あまりそう思わない」、「まったくそう思わない」理由

• 現状（過去5年間程度の記録しか確認できない）のままであると、日脳2期（特例対象者）やHPVなどの接種歴確認に対応されず、
結局自治体への問い合わせが予想される。

• マイナポータルに予防接種履歴が保管されるのは５年分である限り、就学や就職時に⺟⼦⼿帳がなく、履歴が確認できない⽅の照会
がほとんどである自治体業務の負担は変わらない。

• 海外留学などを理由に学⽣などから、幼少期の接種記録を求められることも多くあります。この場合、過去５年間分の接種履歴しか
ないため現⾏システムは活⽤できない。

• 副本の記録保存は５年とされているため、乳幼児期の記録が消える可能性がある。⻑期間保存される仕組みが必要。
• マイナポータルでは５年間分の接種状況しか⾒れないため。
• 予防接種記録は5年間保管である。5年間だけの情報では不⼗分。

Q18① 「住民がマイナポータルにて接種記録を閲覧するにあたって、どのような項目を見られると利便性の向上に寄与するか」

• 過去25年分程度の接種歴（現在5年のため）
• 閲覧できる期限は５年では短すぎると思います（幼少期の接種履歴が、中・高・大学生になった時に必要になることがあるため）。
• 特に乳幼児期のワクチンは５年以上予防接種の接種履歴を確認できるとよい
• ５年以上前の接種歴の情報

令和５年11⽉６⽇〜24日自治体向けアンケート

 ⾃治体アンケートの⾃由記載欄において、デジタル化に合わせて接種記録の保存期間延⻑が必要で
ある旨の意⾒が寄せられた。

資料１

第59回厚生科学審議会予防接種・ワ
クチン分科会予防接種基本方針部会

2024(令和６)年３⽉13日

資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇
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（２）論点
論点１︓必要性や⽬的について

• ワクチンの⻑期間の効果を背景として、就学時や就職時、また、海外進学時などに、接種歴の証明が求められる
場合がある。

• このため、被接種者から⾃治体に対して、保存期間が経過した後でも接種済証の発⾏について問合せがあり、⾃
治体に対するアンケートにおいても、接種記録の保存期間の延⻑が必要であるとの意⾒をいただいている。

被接種者本人にとっての必要性

• ワクチンには効果が⻑期間に及ぶことが認められているものがあり、接種プログラムを検討する際に、例えば⾵
しんの追加的対策のように、数⼗年以上前の接種歴の有無を考慮してプログラムを設計することがあり得る。

• 仮に現⾏の保存期間（５年）を超えるような接種プログラム（例︓65歳以上で１回接種など）の検討が必要と
なった場合には、接種対象者の把握・管理が難しくなるため、より⻑い期間の保存が必要。

※ワクチンの役割が、乳幼児期を超えて、思春期、成人期、妊娠期、高齢者に至るまで、ライフステージ全般に
わたる健康の維持と疾病予防へと拡⼤している点にも留意が必要。

• また、接種歴は健康被害救済制度の⼿続においても必要とされており、接種後の⼀定期間は保存が必要。

予防接種施策における必要性

○ 接種記録については、ワクチンの効果が⻑期間に及ぶ場合があり、他の医療情報よりも⻑い保存期間を
検討する必要がある。

○ 被接種者本人による接種歴の確認や証明のためだけではなく、今後様々な接種プログラムの検討が必要
となった際にも対応できるよう、個々⼈の⽣涯にわたる利⽤を念頭に、接種記録の保存期間を延⻑すべき。

資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇
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（２）論点
論点２︓保存の費⽤⾯について

 予防接種の記録については、予防接種事務のデジタル化後、現在開発中の「予診情報・予防接種記録管理システム」

に保存する予定であるが、保存期間を延⻑した場合、システムのクラウドDB利⽤料が増加することになる。

 システムの開発ベンダーの協⼒を得て試算したところ、仮に保存期間を５年から100年に延⻑した場合、100年後の

年間利⽤料の差は2.2倍（3,000万円程度）、１⾃治体当たりに換算すると数万円程度の増加という結果になった。

 なお、保存期間を20倍に延⻑しても費⽤がそれほど増加しない理由としては、利⽤料全体に占めるストレージ保管

費用（データの保管にかかる費用）の割合が小さいことが挙げられる。

＜参考︓試算の考え⽅（５年保存の場合）＞

① ストレージ保管費⽤︓データの保管にかかる費⽤ → 「データ量」の増加に応じて費⽤が増加する

・ 接種記録情報の１情報当たりの容量を３KB程度と仮定した場合、100年後のデータ量は、５年保存の場合は5,000GB、100年保存の場合は

100,000GBとなる。

・ AWS公式によると１GBにつき毎月0.12USDの費用とされているため、これを元に、100年後の１年間のストレージ費⽤を試算すると、全

国総額で、５年保存の場合は108万円、100年保存の場合は2,160万円となる。

② バックアップストレージ費⽤︓データのバックアップにかかる費⽤ → ①ストレージ保管費用と比べて安価

③ I/O費⽤︓データの出⼊⼒にかかる費⽤

④ ACU費⽤︓データの処理にかかる費⽤

クラウドDB
利⽤料

ストレージ
保管費用

【費⽤︓⼩】

I/O費用

【費⽤︓⼤】

ACU費用

【費⽤︓⼤】
＝ ＋ ＋

→ 「データの利⽤頻度」の増加に応じて費⽤が増加する

（※データ量が増えても、利⽤頻度はそこまで増えず、費⽤はそれほど増加しない。）

バックアップ
ストレージ
費用

【費⽤︓極⼩】

＋

→ データ量に応じて費⽤が増加 → データ量が増えても、費⽤はそれほど増加しない

資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇
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（２）論点
論点３︓個⼈情報の保護について

• 個⼈情報保護法において、地⽅公共団体を含む⾏政機関等は、個⼈情報の保有に当たり、その利⽤⽬的をできる
限り特定するとともに、その利⽤⽬的の達成に必要な範囲を超えて保有してはならないとされている。

• また、⾏政機関等は、保有個⼈情報の漏えい等の防⽌など安全管理のための措置を講ずる義務や、利⽤⽬的以外
の⽬的のための利⽤⼜は提供の制限などが課されている。

個人情報保護法との関係

• 保存期間を延⻑するか否かにかかわらず、予防接種の記録は個⼈情報であり、個⼈情報保護法など関連規定を遵
守する必要がある。予防接種事務のデジタル化後においても適切に個⼈情報を保護するために、デジタル化後の
業務フローやシステムの設計等について検討を⾏っており、引き続き取組を進めていく。

 例えば、接種記録の作成に当たっては、被接種者が接種前にその記録の利⽤⽬的を確認できるよう、その機会
を提供すべく、デジタル化後の業務フローの検討を進めている。

 また、現在開発中の「予診情報・予防接種記録管理システム」の設計や運⽤保守において、情報漏えい等の防
⽌などセキュリティ対策を適切に講ずることができるよう、システムの⾮機能要件の検討なども進めている。

接種記録の保存に係る運用

※参考 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）（抄）

第六十一条 行政機関等は、個人情報を保有するに当たっては、法令（中略）の定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、その利用目的をで
きる限り特定しなければならない。

２ 行政機関等は、前項の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を保有してはならない。

第六十六条 行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければなら
ない。

第六十九条 行政機関の長等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。

資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇
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（４）まとめ

予防接種記録の保存期間について、現⾏の「接種を⾏ったときから５年間」を「接種を⾏ったと
きから、被接種者が亡くなった⽇から５年が経過する⽇までの間」に⾒直すこととしてはどうか。

事務局案

• 接種記録については、ワクチンの効果が⻑期間に及ぶ場合があり、今後様々な接種プログラムの検討が必要と
なった際にも対応できるよう、他の医療情報よりも⻑い保存期間を検討する必要がある。

• 被接種者本⼈による接種歴の確認や証明のためだけではなく、記録作成後の予防接種施策における利⽤を⽬的と
して、個々⼈の⽣涯にわたる利⽤を念頭に、接種記録の保存期間を延⻑すべき。

• 保存期間の延⻑に係る費⽤について試算したところ、仮に100年に延⻑した場合、１⾃治体当たりの年間費⽤に
換算すると数万円程度の増加という結果になった。

• 保存期間を延⻑するか否かにかかわらず、個⼈情報保護法など関連規定を遵守する必要がある。予防接種事務の
デジタル化後においても適切に個⼈情報を保護するために、引き続き取組を進めていく。

• 不要となった情報をむやみに持ち続けることなく、適切に消除する観点から、保存期間を設定する必要がある。

資料１

第68回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予防接種基本方針部会

2025(令和７)年７⽉２⽇
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2. デジタル化を実現するために必要なタスクとスケジュール

3. 第68回予防接種基本方針部会の報告

4. タスク＃２追加説明

5. 予防接種事務デジタル化に係る自治体業務のパターン

6. 先⾏実施の状況報告
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予予・請求システム等の運用経費に関する各自治体への費用按分の方法①

 予予・請求システム及び集合契約システム等の運用費用については、市区町村ごとに、以下の方法により算出
した額のご負担をお願いしたいと考えている。

 国保中央会は、国保中央会事業費を総人口により按分し、各国保連合会の負担額を算出する。連合会は、各連
合会における事業費を負担額に加算し、都道府県人口により按分することで、各市区町村の負担額を算出する。

※上記連合会事業費以外の費⽤については、負担⾦の計算には含めず、別途国保連合会と市区町村の協議により決定いただく。

※精算⾦は、精算対象年度の事業費の精算額を当時⽤いた⼈⼝で按分し、算出する。

国保連合会の負担⾦
国保中央会事業費
• システム運用保守費
• クラウド利⽤料
• ヘルプデスク運用費
• 国保中央会総務費

• 次期システム更改に
向けた改修経費の積
⽴基⾦

• 財政調整基⾦

等

• システム運用費用
• 外付けシステム保守費
• 外付けシステム改修費
• 人件費

国
保
連
合
会
事
業
費

都道府県
人口

市区町村の負担⾦

国保連合会 市区町村国保中央会

前々年度精算⾦

前々年度精算⾦

前々年度精算⾦

総人口

タスク#２

23

都道府県
人口

総人口



予予・請求システム等の運用経費に関する各自治体への費用按分の方法②

24

 接種記録に関しては、乳幼児期や高齢期に限らず、今後の様々な接種プログラムに対応できるようにするため、
現⾏の５年間の保存期間を「個々⼈の⼀⽣涯＋５年間」に延⻑することとしている。

 これを踏まえて、予予・請求システムは、⻑期間にわたる過去の接種記録を保存していく予定であり、その年
度に接種した住⺠のみならず、それ以外の⽅も、下記のようなケースでシステムを利⽤することが想定される。

 そのため、システム等の運⽤費⽤については、全国⺠がメリットを享受するという考えに⽴って、「接種件
数」や「接種対象者数」ではなく、「総人口」により按分することが適当と考えている。

①PHR（Personal Health Record）等としての利⽤

その年度に接種していない住⺠も、過去の接種記録をPHRや就職時・海外渡航時の証明に利⽤する

 接種記録はワクチンの種類や接種⽇などを含む医療情報であり、記録が⻑期に保存されることにより、本⼈による健康管理（ＰＨ
Ｒ）への活⽤や、就職時や海外渡航時に企業や他国から接種履歴を求められた際の証明などでの利⽤が想定される。

②通常診療時における医療の質の向上

その年度に接種していない住⺠も、通常診療時に過去の接種記録の医師による閲覧が可能となり、医療の質が向上する

 予防接種の実施時ではなく、その後の通常診療時においても、医療機関が予予・請求システムにアクセスして過去の接種記録を閲覧
できるようにする予定であり、これにより、診療の際の情報として接種記録も利⽤することで、医療の質の向上に資する。

③保護者や家族における利便性の向上

接種対象者本人だけでなく、育児中の保護者や家族も、情報連携や共有がスムーズになる

 保護者などが⼿書きしていた紙の予診票への記⼊は、マイナポータルを利⽤すればより簡便な操作で作業を完了させることが可能と
なり、また、⺟⼦健康⼿帳を⾒なくてもマイナポータルで接種記録を確認できるようになるなど、保護者などの負担軽減にも資する。

タスク#２



1. 本説明会資料における⽤語の説明

2. デジタル化を実現するために必要なタスクとスケジュール

3. 第68回予防接種基本方針部会の報告

4. タスク＃２追加説明

5. 予防接種事務デジタル化に係る自治体業務のパターン

6. 先⾏実施の状況報告

7. 質疑応答
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予防接種事務デジタル化に係る⾃治体業務のパターン整理

デジタル化後の自治体における主な業務パターンは以下のとおり。

対象者情報登録

パ
タ
ー
ン
Ａ

（
全
面
デ
ジ
タ
ル
）

①健康管理システムから

予予・請求システムへ

の対象者情報登録

②マイナポータルへの

勧奨

③予防接種サイトでの

審査
④国保連合会への支払

審査

健
康
管
理
シ
ス
テ
ム
利
用

デジタル業務

特有の業務

凡例

支払 接種記録管理勧奨

⑤予防接種サイトでの

接種記録照会

※集合契約に参加している医

療機関は、紙の予診票の場

合でも、医療機関等から予

予・請求システムへ接種記

録の登録（＝請求）を⾏う

ため、審査対象に含まれる

①予防接種サイトへの対

象者情報アップロード

②マイナポータルへの

勧奨

③予防接種サイトでの

審査
④国保連合会への支払

健
康
管
理
シ
ス
テ
ム
未
利
用

接種済証交付

⑥接種済証交付

（マイナポータル）

⑥接種済証交付

（予防接種サイト）

⑤予防接種サイトでの

接種記録照会

紙で発⾏する場合

パ
タ
ー
ン
Ｂ

（
健
康
管
理
シ
ス
テ
ム
な
し
）

※現時点のイメージ

⑥接種済証交付

（マイナポータル）

⑥接種済証交付

（予防接種サイト）

紙で発⾏する場合

電⼦ファイルで発⾏する場合

電⼦ファイルで発⾏する場合

第４回以降の説明会

で詳細を説明予定
26

参考情報



自治体業務パターンＡ（全面デジタル）
①健康管理システムから予予・請求システムへの対象者情報登録

健康管理システムから予予・請求システムへ対象者情報が連携され、予防接種サイトから登録結果を確認する。

（第２回説明会資料P14の自治体Aのパターン）

 上段の画⾯で「接種対象者情報登録更新結果

ファイル」を選択し検索ボタンを押下

 下段の画面で表示されたファイルのダウンロー

ドボタンを押下

② 接種対象者情報登録の結果の確認

予防接種サイト

健康管理システム

予予・請求システム

① 接種対象者情報の連携

 健康管理システムから住⺠情報の⽇次差

分データを予予・請求システムへ自動連

携（出生・転出・転入・死亡等による住

⺠情報の更新を契機として）

（例外）登録・更新エラーとなった場合

健康管理システム
結果ファイル

 結果ファイルにエラー対象が存在する場合

は、エラーメッセージを確認

 確認後、健康管理システムでエラー内容を

修正し、予予・請求システムへ再送

エラーを基に修正

※現時点のイメージ

※開発中であり、今後の変更の可能性あり

予予・請求システム

修正後の情報

を連携
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自治体業務パターンＡ（全面デジタル）
②マイナポータルへの勧奨

現⾏の紙での勧奨業務の代わりに、予予・請求システムで勧奨ルールを設定し、予予・請求システムから対象

者のマイナポータルへ勧奨通知を自動で発出する。

① 紙予診票の印刷 ② 予診票の封詰め

予防接種デジタル化後

 住⺠に郵送する封筒に、印刷した予診

票を封詰めする（予診票を冊子として

製本し郵送・手渡しする場合もある）。

③ 予診票の郵送

 対象者となる住⺠へ予診票を郵

送する。

予診票

※ 現⾏の①・②・③の代わりに、予予・請求システムで勧奨ルールを設定して、マイナポータルへ勧奨通知を送付することも可能。

現⾏

予診票

 健康管理システム等から予診票を郵送

する対象者を特定する。

 予診票は予め製本業者に委託又は随時

⾃治体内で印刷を⾏う。

健康管理システム等

予予・請求システム マイナポータル

予予・請求システムが自動※で勧奨対象となる予防接種の対象者を抽出し、

マイナポータルへ勧奨通知を発出

自治体で設定できること

 勧奨対象のワクチン

 勧奨通知の回数、タイミング

 勧奨対象者年齢

 マイナポータル上に表示されるテキスト等

 勧奨対象リストの確認及び対象者の加除（※）

※あらかじめ、勧奨対象者を確認するという設定もできる。具体的には、
予防接種サイトからダウンロードした勧奨対象リストを基に、適宜加除
を⾏い、再度予防接種サイトにアップロードいただく。

※現時点のイメージ

〒
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自治体業務パターンＡ（全面デジタル）
③予防接種サイトでの審査

予防接種サイトにおいて、医療機関から登録された審査対象の接種記録を確認し、⼀括／個別審査を実施する。

 審査対象の検索条件を⼊⼒し、検索ボタンを押下  検索条件に合致する者が⼀覧として表⽰されるため、

一括で承認が可能

 医療機関からの請求時に定期接種の⽀払対象外となる可

能性があるものは要確認接種として一括承認対象外とし

ているため、請求内容を確認の上、個別審査を実施

① 審査対象の接種記録検索 ② 審査結果の登録

承
認
ボ
タ
ン
を
押
下
し

審
査
結
果
を
登
録

予防接種サイト

※現時点のイメージ

※開発中であり、今後の変更の可能性あり
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自治体業務パターンＡ（全面デジタル）
④国保連合会への支払

予防接種サイトから国保連合会が作成した請求書等を確認・ダウンロードし、国保連への支払いを実施する。

予防接種サイト

 請求書等公開通知（※１）の受領

後、請求書等の各帳票の検索条件

を

⼊⼒し、検索ボタンを押下

 検索結果からダウンロード対象の

請求書を選択し、PDFまたはCSV

にて出⼒

① 請求書等の検索 ② 請求書等のダウンロード

※開発中であり、今後の変更の可能性あり

※現時点のイメージ

30

※１ 請求書等公開通知までの流れは、以下のとおり。

• 前ページの③予防接種サイトでの審査完了後、

請求額集計等の⾃動処理（予予・請求システム

にて⽉次バッチ処理）

• ⾃動処理後、国保連合会において、予予・請求

システムから請求書情報を取得し、内部決裁。

• その後、⾃治体ごとの請求額の確定処理を⾏い、

自治体向けに公開通知を発出

③ 請求書に基づき支払

 ダウンロードした請求書をもとに

会計課経由で国保連合会へ支払（※２）

※２ ⽀払後、⽀払われた委託料をもとに、

国保連合会から医療機関へ委託料を⽀払



自治体業務パターンＡ（全面デジタル）
⑤予防接種サイトでの接種記録照会

予防接種サイトに検索条件を⼊⼒し、接種記録を閲覧・ダウンロードする。

 検索条件を⼊⼒し、検索ボタンを押下

① 接種記録の検索

予防接種サイト

 検索条件に合致した⼀覧からダウンロード対象の接種

記録を選択し、CSVダウンロードボタンを押下

② 接種記録のダウンロード

※現時点のイメージ

※開発中であり、今後の変更の可能性あり
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自治体業務パターンB（健康管理システムなし）
①予防接種サイトからの対象者情報アップロード

住⺠基本台帳を基に接種対象者情報ファイルを作成し、予防接種サイトからアップロードする。（第２回説明

会資料P14の自治体Bのパターン）

※現時点のイメージ

予防接種サイト

② 接種対象者情報ファイルのアップロード

① 接種対象者情報ファイルの作成

 住⺠基本台帳の情報を基に、

接種対象者情報ファイルを作成

 作成した接種対象者情報ファイルを、予防接種サイト上からアップロード

 出⽣、転⼊、転出、死亡等に伴う住⺠情報変更は、⽉次で情報を更新した

新しいファイルを再アップロード

※開発中であり、今後の変更の可能性あり

住⺠基本台帳

接種対象者情報ファイル
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1. 本説明会資料における⽤語の説明

2. デジタル化を実現するために必要なタスクとスケジュール

3. 第68回予防接種基本方針部会の報告

4. タスク＃２追加説明

5. 予防接種事務デジタル化に係る自治体業務のパターン

6. 先⾏実施の状況報告

7. 質疑応答
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先⾏実施のR7年度参加⾃治体

1 4.5千人

蘭越町

A類 B類

８２．９％

留寿都村

A類 B類

1 2.0千人 79.3%

むつ市

A類 B類

6 5.3万人 83.2%

小千谷市

A類

6 3.3万人 ８1.8％

三原市

A類

5 8.8万人 ８0.3％

東村山市

A類

8 15.2万人 77.4％

諫早市

A類

18 13.3万人 81.2％

上天草市

A類 B類

4 2.4万人 78.0％

⻄条市

A類 B類

1 10.4万人 79.8％

波佐⾒町

A類

1 1.4万人 84.3％

都城市

A類 B類

1 16.2万人 90.1％

︓協⼒医療機関数 ︓⼈⼝ ︓マイナンバーカード保有率【凡例】

出所）総務省「マイナンバーカードの保有状況について（令和7年2月末時点）」（ht tps : / /www.soumu .go . jp /ma in_con ten t /000994630.pd f（閲覧⽇︓2025年3月11日））よりMRI作成

※蘭越町、留寿都村はR6年度から、その他9団体はR5年度から参加

※全住⺠の対象者登録を実施し、全住⺠向けに周知済の場合、「先⾏中」と記載

R5年度のデジタル庁「医療費助成・予防接種・⺟⼦保健に係る情報連携の実証事業」から先⾏実施に取り組ん
でおり、現在、全国の11⾃治体にご協⼒いただいて予防接種のデジタル化を先⾏実施している。

※以下にお⽰しする先⾏実施中の⾃治体に対して個別に問合せを⾏うことはご遠慮願います。先⾏実施に関するお問合せは、都道府県経由
で厚⽣労働省予防接種課（yoboseshu@mhlw.go.jp）までお願いします。

参考情報
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R6年度の先⾏実施の実施件数

R6年度においては、257件（134名）の予防接種について、デジタルにより実施された。

接種ワクチン数の推移 接種経験者数の推移

21
14

39

80

103

21
35

74

154

257

0

50

100
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200

250

300

2024年11月以前 12月 2025年1月 2月 3月

先⾏実施 プレ先⾏ 累積接種ワクチン数

17
9 16
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76
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140

160

2024年11月以前 12月 2025年1月 2月 3月

先行実施 プレ先行 累積接種経験者数

（件） （人）
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被接種者（Ａ類定期）の保護者向けアンケートの結果概要

 有効回答96件のうち、24⼈がデジタル予診票サービスを利⽤して接種した・する予定であった。

 利⽤した⼈の約７割が、紙よりもデジタルの⽅が⾒やすいと感じている。

 紙の予診票を使って接種した⼈も含め、９割以上の⼈が、今後、デジタル予診票サービスを利⽤したいと考え
ている。

※ なお、B類定期の被接種者に関しては、令和６年度中はｎ数が少なかったため、結果のとりまとめを⾏っていない。

今後の利⽤意向

Q 今後、デジタル予診票サービスを利⽤したいですか。

紙と⽐較した⾒やすさ

Q デジタル予診票サービスの予診票は紙の予診票に
⽐べて⾒やすいと感じましたか。

満⾜度

Q デジタル予診票サービス全般について
の満⾜度をお答えください。
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広島県三原市 医療法⼈リーベリーみはらこどもクリニック （ 旧 称 ︓ ⽊ 原 こ ど も ク リ ニ ッ ク ）

インタビュー結果

先⾏実施参加の経緯

 市からの話を受けて、住⺠、接種者、医療機関のいずれにとってもメリットがあり、協⼒しない理由は

なかった

 接種実績の集計や報告のために、読み合わせなどで⾮常に労⼒がかかっていたため、先⾏事業から協⼒し、

その他の業務にも慣れておこうと考えた

出所）木原子どもクリニック（ht tp: / /k iha ra-kodomo. com/

住⺠への協⼒依頼・周知広報

 EPARKのシステムから予約を受け付けており、予約画面のトップに「デジタル

希望」というボタンを追加し、デジタルの方が来院することを事前に確認できる

ようにした

 また、予約画⾯に、持ち物やマイナポータル上で予診票⼊⼒が必要であることも

追記するなど順次工夫している

 市ではリーフレットやホームページでの周知をしてくれているが、本事業に関し

てはホームページの周知が効果的と思われる

 プレ先⾏実施時にマスメディアの取材を受けNHKローカルの6時台のニュースで

取り上げてもらった。先⾏実施までにだいぶ時間が空いてしまったため、もう一

度メディアに取り上げてもらえるとさらに拡⼤すると思う

 マイナンバーカードやマイナポータルにマイナスイメージを持たれている風潮が

あるように感じるが、小児科の対象者はスマホ世代で、デジタルやマイナンバー

カード、マイナポータルに抵抗を感じる人は少ない。小児科では、こうした風潮

を払しょくする役割を担っていると考えている

 本事業に限らず、紙との併用を許してしまうとデジタル化がなかなか普及しない

が、紙かデジタル化、という二者択一ではなく、それぞれの良さを融合する⽅法

もあって良い
出所）木原子どもクリニック

（ht tps : / / ss l . f doc . jp / r e se rve / sub je c t l i s t / index/ c id /m9125754?S ITE_CODE=hp

37

事業への要望

 ワクチン情報を読みとるバーコードリーダーに関しては、改善の余地があると考

える

（注意）医療法⼈リーベリーみはらこどもクリニックさんへの直接のお問合せはご遠慮ください
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これまでの説明会でいただいた主な質問と回答

39

回答質問内容カテゴリー

・健康管理システムの3.1版への適合は令和10年４⽉１⽇までに⾏っていただく必
要がありますが、タスク＃15「予予・請求システムへの対象者情報登録」はその
後に⾏われることになるため、デジタル化の期限は、令和10年４⽉１⽇よりも後
に設定する必要があると考えています。

・そのため、過渡期の終期については「令和10年４⽉以降の今後定める時点」と
しており、「今後定める時点」の具体に関しては、各自治体の事業計画書の内容
等も踏まえて今後検討する予定です。

R10.4月までに予防接種のデジタル化ができない場合、
どうなりますか。

デジタル化を実
現するために必
要なタスクとス
ケジュール

・過渡期の間は、デジタル化している自治体とデジタル化していない自治体が混
在しており、住⺠が医療機関の予約を⾏う際や、医療機関がどの⾃治体の住⺠が
来院したかを確認する際に、混乱を招くおそれがあるため、集合契約に基づく予
防接種の相互乗り⼊れは⾒合わせたいと考えています。（第１回説明会資料26P
を参照）

・その上で、過渡期が終了した後は、集合契約に参加している⾃治体間での相互
乗り⼊れについては、特に別途の⼿続きを⾏うことなく、相互乗り⼊れは可能と
なる予定です。

令和８年度からデジタル化する場合、導⼊する⾃治体
同士で相互乗り入れできるのでしょうか。
例えば、A市とB市がデジタル化した場合、B市の住⺠
がA市内にある医療機関でデジタル予診票による予防接
種を受けられるようになる、ということを期待してい
ます。

タスク＃１

・大きく分けて、以下の３つの費用のご負担をお願いしたいと考えています。
①健康管理システムの3.1版への改修費用
②予予・請求システム及び集合契約システム等の運用費用
③医療機関と予予・請求システムとの間の情報連携のための⺠間アプリの利⽤料

・①については今年度の補助予算は確保しており、②・③に関しても、国からの
補助を検討したいと考えています。

・デジタル化にあたって、自治体側で、どの部分に費
用がかかるのか、具体的に示していただくことはでき
ますでしょうか。

・令和８、９年度において、医療機関に対する⺠間ア
プリを使用するための機器導入費用等の補助はありま
すか。

タスク＃２

・予予・請求システムおよび集合契約システム等の運用に係る経費はすべて負担
⾦で賄われます。そのため本制度では⼿数料という概念は基本的に存在しません。

・なお、市区町村と国保連合会の間で、第３回説明会資料P23の国保連合会事業
費に含まれない業務の委託等を⾏う場合には、その費⽤負担に関しては、別途、
国保連合会と市町村の間で直接協議を⾏っていただく必要があります。

国保連経由の請求では、⼿数料の予定はあるか。タスク＃２
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回答質問内容カテゴリー

・医療機関の電⼦カルテシステムを利⽤した情報連携に関しては、早くとも令和
９年度以降となる⾒込みであり、第２回説明会資料において医療機関の業務フ
ローでご提⽰したように、当⾯のデジタル化は、⺠間アプリの利⽤を前提として
います。

・また、電⼦カルテシステムを導⼊していない医療機関も存在しますので、令和
９年度以降においても、⼀部の医療機関において、⺠間アプリを利⽤し続けるこ
とになる想定です。

・この⺠間アプリは、先⾏実施において既に医療機関においてご利⽤いただき、
アプリの改善も随時⾏われているものであり、今後利⽤する医療機関においても、
大きな支障なく導入いただけるものと考えています。

・なお、医療機関と予予・請求システムとの間の情報連携のための⺠間アプリの
利⽤料に関しては、国からの補助を検討したいと考えています。

医療機関は⺠間アプリの導⼊が必須なのか。タスク＃６

・従来の契約に基づき、接種や費⽤の請求・⽀払を⾏っていただくことは差し⽀
えありません。

・ただし、その場合の接種記録に関しては、改正予防接種法に基づく自治体から
国への情報提供として、自治体において予予・請求システムに情報を登録してい
ただく必要がありますので、ご留意願います。（具体的な登録⽅法については、
別途ご説明する予定です。）

自治体が集合契約に加入しデジタル化した後であって
も、集合契約に加⼊していない医療機関とは、従来の
接種委託契約を継続していれば、従来通りの方法（紙
の予診票を自治体に送付）で実施しても良いですか。

タスク＃９

・集合契約に加⼊する医療機関がその契約に基づいて⾏う受託業務の⼀つとして、
予予・請求システムに接種記録を登録することを、契約書上に明記する予定です。

・そのため、Ｃ－２のパターンにおいては、集合契約に基づき医療機関が⾏うべ
き接種記録の登録という業務を外部委託機関に再委託する契約関係になりますの
で、その委託料は医療機関から外部委託機関にお⽀払いいただくことになります。

・なお、集合契約に基づき⾃治体から医療機関に⽀払う委託料は、従来と同様、
各自治体において両者間で協議して決定いただくものとなりますので、上記のよ
うな業務が⽣じることも考慮しながら、委託料のご検討をお願いします。

第２回説明会資料P27 Cー2パターンについて、この場
合、外部委託機関への委託料は⾃治体と当該医療機関
のどちらが負担するのか。

予防接種事務デ
ジタル化に係る
医療機関業務の
パターン
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回答質問内容カテゴリー

・今回の説明会で紹介している「⺠間アプリ」は、医療機関と予予・請求システ
ムの間で情報を連携するために必要なアプリであり、住⺠の利⽤を想定している
⺟⼦健康⼿帳の機能を備えた⺠間事業者のアプリとは異なるものとなります。

⺠間アプリのイメージは⺟⼦モ等の⺟⼦⼿帳アプリを
想定していて、それは必須で、⺠間アプリ以外は存在
しないということでしょうか。

その他

・令和８年度にデジタル化を予定している⾃治体と医療機関に向けては、本年秋
以降、各タスクを進めるための具体を記したマニュアル等を配布し、導⼊に向け
た説明会の開催を予定しています。（第１回説明会資料22Pのマイルストーン
「集合、予予・請求システム導⼊説明会（対⾃治体・医療機関）」を参照）

・また、デジタル化に当たり医療機関の業務フローにも影響が⽣じるため、第２
回説明会資料（18Ｐ〜27Ｐ）のとおり、デジタル化の対応が難しい医療機関があ
ることも想定しつつ、業務フローのパターンを整理した資料をご⽤意しています。

・これからも、より詳細な医療機関向けのデジタル化に向けた説明資材等を作成
する予定であり、準備が整い次第、展開させていただく予定です。

・まずは、今回の説明会資料を活⽤いただき、各⾃治体において医療機関等とデ
ジタル化の時期等について、協議・検討を進めていただきますようお願いいたし
ます。

・医療機関向けのデジタル化概要等の説明に対するサ
ポートはしていただけるのでしょうか。各自治体では
対応は難しいと思います。

・市区町村から医療機関等へ当該システムの説明をす
ることになるのか。

その他

・令和８年度にデジタル化を予定している⾃治体等を対象とした導⼊説明会の内
容については、それ以外の自治体にも後日共有させていただく予定です。

・その上で、令和９年度以降にデジタル化を予定している⾃治体向けの⽀援につ
いても、引き続き検討してまいります。

R8実施医療機関に対する⽀援と同様に、それ以降に実
施する自治体にもフォローがあるのでしょうか。（補
助⾦、マニュアル、説明会等）

その他

・定期接種のデジタル予診票については、統一化に向けて、先般、各自治体に意
⾒照会をさせていただいたところであり、統⼀する⽅向で検討を進めています。
具体的な内容については、改めて通知等でお知らせします。

・任意接種のデジタル予診票の扱いについては、別途検討中です。

デジタル予診票は全国統⼀の回答様式になる認識で
しょうか。

その他
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回答質問内容カテゴリー

デジタル化に際しては、医療機関においても、集合契約への委任状の申請や、ア
プリの利⽤準備など、ご対応いただくことがありますので、必要に応じて、医療
機関とご相談の上で、デジタル化の時期をご検討いただくことを想定したもので
す。

第２回説明会資料31Pにある「医療機関等との必要な調
整」とは、具体的に何について調整することを指しま
すか。

アンケート・事
業計画書の提出
について

3.1版の導入に係るベンダとの契約締結時期（予定を含む）をご回答ください。

事業計画書質問項目②のベンダとの契約締結時期（予
定含む）ですが、標準仕様書３．１版の導入を指しま
すか︖１．１版を⼊れてから３．１版に改修する場合、
契約時期はどちらを指しますか︖

アンケート・事
業計画書の提出
について

・各自治体の予算編成の過程等でご意向が変わることもあり得ると考えています
ので、事業計画書の内容について変更していただくことは差し⽀えありません。

・なお、変更が⽣じた場合には、速やかにご連絡いただければ助かります。

事業計画書を提出後に財政担当課から不可とされた際
に導⼊年度の意向変更は可能か︖

アンケート・事
業計画書の提出
について

・事業計画書については、庁内のシステム管理や標準準拠システムへの移⾏全体
をご担当されている部局等と必要な調整を⾏った上で、ご回答いただきたいと考
えておりますが、具体的にどこまで決裁を取るかについては、各自治体のご判断
にお任せいたします。

・仮に決裁後に状況が変わり、事業計画書の内容について変更が⽣じた場合には、
速やかにご連絡いただければ助かります。

アンケートについては、担当課のみの判断で構わない
とのことですが、事業計画書については、市区町村の
最終的な判断の上で提出しなければいけないのでしょ
うか︖

アンケート・事
業計画書の提出
について

・Ａ類の委託契約を⾏っている医療機関と、Ｂ類の委託契約を⾏っている医療機
関を合算した実数をご報告いただきますよう、お願いします。

・なお、可能であればＡ類・Ｂ類両⽅を実施している医療機関は「１件」として
カウントしていただければありがたいです。計算が難しい場合には、延べの件数
でも結構です。

接種委託先がＡ類とＢ類で異なりますが、事業計画書
ではどのように報告したら良いでしょうか

アンケート・事
業計画書の提出
について



アンケート・事業計画書の提出方法と提出期限等

アンケート ※令和８年度にデジタル化を予定している自治体のみが対象

 提出⽅法︓アンケート様式（厚労省HPからダウンロード）を、メールにて予防接種課へ提出

様式掲載場所︓ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 健康・医療 > 健康 > 感染症情報 > 予防接種情報 > 予防接種事務のデジタル化について

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/yobou-sesshu/vaccine/digital.html

 提出先メールアドレス︓yoboseshu@mhlw.go.jp

 提出期限︓７⽉４⽇（⾦）17時〆切

※アンケートの提出有無は令和８年度の実施を妨げるものではありあません。本⽇までに提出できなかった場合でも、事業計画書の提出

をお待ちしています。

事業計画書

 提出⽅法︓「⼀⻫通知・調査システム」にて回答

 提出期限①（令和８年度にデジタル化を予定している⾃治体）︓８⽉１⽇（⾦）17時〆切

 提出期限②（令和９年度以降にデジタル化を予定している⾃治体）︓８⽉15⽇（⾦）17時〆切

デジタル化の時期等に係るアンケート・事業計画書の提出方法及び提出期限は以下のとおり。

 ６月30⽇（⽉）〜７⽉４⽇（⾦）︓アンケートの作成・提出（令和８年度にデジタル化を予定している⾃治体のみが対象）

 ６月30⽇（⽉）〜８⽉１⽇（⾦）or ８月15⽇（⾦）︓事業計画書の作成・提出

 ８⽉下旬︓事業計画書の結果とりまとめ

 ９⽉上旬︓全⾃治体にとりまとめ結果の共有

 ９⽉以降︓令和８年度中にデジタル化を予定している⾃治体に対して、デジタル化のためのフォロー（※）を開始

（※集合契約アカウントの発⾏やデータ移⾏の時期等のスケジュール⽴て、各種システムの使⽤⽅法説明 等）

依頼事項

今後の予定
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《事務連絡》予防接種事務のデジタル化へのご質問について

本説明会の内容に係るご質問

先⾏実施・デジタル化全般に係るご質問

都道府県を介して、厚⽣労働省健康・⽣活衛⽣局感染症対策部予防接種課まで

メールでご連絡ください。

【連絡先】yoboseshu@mhlw.go.jp

※上記質問フォーム閉鎖後の先⾏実施に係るご質問は、実施⾃治体宛ではなく厚労省予防接種課宛にお願いします。

以下の質問フォームにて質問を送信してください。

【質問フォーム】

https://www.secure-cloud.jp/sf/business/1743985748MMDicHIC/index

※質問については、最終締切︓7月18⽇（⾦）17時（予定）まで受け付け、後日全体に回答を共有させていただきます。
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